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①「水防災意識社会」の再構築
に向けた緊急行動計画の改定
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 平成30年7月豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発生していることを受け、「施設では防ぎきれない大洪水は

必ず発生するもの」へ意識を変革し、社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」を再構築する取組をさらに充

実し加速するため、2020年度を目途に取り組むべき緊急行動計画を改定。

 具体的には、人的被害のみならず経済被害を軽減させるための多くの主体の事前の備えと連携の強化、災害

時に実際に行動する主体である住民の取組強化、洪水のみならず土砂・高潮・内水、さらにそれらの複合的な

災害への対策強化等の観点により、緊急行動計画の取組を拡充。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

②緊急行動計画の改定による
取組方針の変更及び追加（案）
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○住民一人一人の避難計画（マイタイムライン）の作成促進
【目標時期】引き続き実施 【取組機関】市町、近畿地整、気象台

※取組項目を追加
【５】避難に資するマップ等の整備・拡充

（出典：いずれも関東地整下館河川事務所HP）

小中学生向けの
マイ・タイムライン
検討ツール
～逃げキッド～の活用

マイ・タイムラインノートを用いた検討
他地域の
取組事例
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○自治体間における避難者の受け入れ等を踏まえた広域避難の検討
○要配慮者や帰宅困難者等を対象とした避難計画の作成

【目標時期】引き続き実施 【取組機関】市町、府※、近畿地整※（※自治体が主体となる取組を支援）

※区分を変更し取組項目を削除（別区分を新設）
【９】広域避難計画等の策定

（出典：内閣府ＨＰ）

広域避難計画の前提となる災害時の相互応援協定の事例

大規模・広域避難の概念
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○要配慮者や帰宅困難者等を対象とした避難計画の作成
○要配慮者利用施設における避難訓練の実施

【目標時期】引き続き実施 【取組機関】市町、府※、近畿地整※（※自治体が主体となる取組を支援）

※区分及び取組項目を追加

施設内で災害状況付与

福祉車両を利用した避難

要配慮者利用施設での避難訓練（他地域の事例）

【９－２】要配慮者利用施設における避難計画等の策定及び避難訓練の実施

講習会の開催

ワークショップによる意見集約

避難確保計画の作成支援（他地域の事例）
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○要配慮者利用施設の避難における地域と連携した取組事例の収集
○地域包括支援センター・ケアマネージャーと連携した水害からの

高齢者避難行動の理解促進に向けた取組の実施
○市町による防災の取組や防災リーダー育成に関する取組に対する専門家の支援

【目標時期】引き続き実施 【取組機関】市町、府、近畿地整、気象台

※区分及び取組項目を追加

【１１－２】共助の仕組みの強化

【取り組み例】
・要配慮者利用施設の避難における、地域との連携事例を引き続き収集するとともに、収集した事例を分析し、結果をと
りまとめて公表。
・地域包括支援センターにハザードマップの掲示や避難訓練のお知らせ等の防災関連のパンフレット等を設置。
・大規模氾濫減災協議会において、地域包括支援センター・ケアマネ－ジャー等の日常業務における防災に関する取組
事例を共有する。 等
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【１２－２】多機関連携型タイムラインの拡充

○多機関連携型タイムラインの検討・作成
【目標時期】引き続き実施 【取組機関】市町、府、近畿地整、気象台

※取組項目を追加

・これまでに取り組んできたタイムラインをもとに、河川管理者、自治体、住民等に加えて、鉄道、電
力、通信、福祉施設などの多数の関係者が連携して作る「多機関連携型タイムライン」に拡充する。

木津川市台風等風水害に備えたタイムライン（防災行動計画）（木津川市HP）
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※取組項目を追加
【１２－２】多機関連携型タイムラインの拡充

○多機関連携型タイムラインの検討・作成
【目標時期】引き続き実施 【取組機関】市町、府、近畿地整、気象台

木津川市台風等風水害に備えたタイムライン（防災行動計画）（木津川市HP）
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○小中学校を対象とした避難計画の作成
○小中学校における避難訓練の実施

【目標時期】引き続き実施 【取組機関】市町、府※、近畿地整※、気象台※（※自治体が主体となる取組を支援）

※区分及び取組項目を追加

【１５－２】小中学校における避難計画等の策定及び避難訓練の実施

避難訓練前の防災学習 上階に避難する児童

小学校での避難訓練（他地域の事例）

訓練後の講評

洪水時の避難確保計画

【施設名：●●学校】

令和●年●月 作成施設管理者等向けの講習会（事例）

避難確保計画の作成
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※取組項目を追加
【 １６－２ 】河川やダムに関する情報提供の充実

○専門家による洪水予測や河川水位の状況に関する解説
○ダムや堤防等の防災施設の機能に関する情報提供の充実
○ダム放流情報等、住民の避難行動に繋がる情報提供による避難体系の確立

【目標時期】令和元年度 【取組機関】近畿地整

出典：いずれも水管理・国土保全局HP
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○水害対応版BCP策定の手引き等の作成・公表
【目標時期】令和２年度 【取組機関】近畿地整

※区分及び取組項目を追加

【２３】民間企業による水害対応版ＢＣＰ策定の促進

民間企業が策定する水害対応版ＢＣＰ（甚大な浸水被害を与えるリスクを対象とした事業継続計
画）を促進するために、取組事例集や水害対応版ＢＣＰ策定の手引きを作成・公表する。

出典：水管理・国土保全局HP


